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◆ 平成２１年度当初予算（一般会計）の規模は、対前年度比 ▲０．９％の

減で４０９億２，０８０万円 

                           （単位：千円） 

Ｈ２１ Ｈ２０ 予算比 伸率（％）

40,920,800 41,292,754 ▲371,954 ▲0.9 

 

 ※国の補正予算に伴い、平成２１年度予定事業を一部平成２０年度へ前倒し措置 

               

  ◇地域活性化・生活対策臨時交付金関連      ４８２，７２９千円 

                 （うち交付金財源 ２９４，３２９千円） 

   【通常事業】 

   ・本庁舎エレベーター改修工事       １０，０００千円 

   ・共同墓地整備事業             ８，５２８千円 

   ・工場等誘致奨励事業          １５１，０００千円 

   ・生活道路整備事業            ６３，８７９千円 

   ・インフルエンザ対策用品購入事業     １２，８６３千円 

   ・梯子付消防自動車更新事業       ２０１，４５９千円 

      小 計              ４４７，７２９千円 

 

   【基金事業】 

   ・ふるさと創生基金への基金積立      ３５，０００千円 

 

  ◇平成２１年度に基金取り崩しにより実施する事業 

   ・ＣＡＴＶデジタル放送施設整備事業    １４，５０５千円 

   ・地域自治推進事業            １２，０００千円 

   ・広域連携推進事業             ５，０００千円 

   ・民俗伝統行事推進事業           ８，５００千円 

      小 計               ４０，００５千円 

 

平成２１年度当初予算（一般会計）のポイント 

予 算 全 体 の 姿 
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◆ 平成２１年度当初予算における市税収入は、対前年度比 ▲８億円、 

▲４．８％の減で、総額１５８億円 

                                 （単位：千円・％） 

 Ｈ２１ Ｈ２０ 予算比 伸率 備  考 

個人市民税 6,278,500 6,503,000 ▲224,500 ▲3.5 給与所得等の減による減収見込み 

法人市民税 892,000 1,370,000 ▲478,000 ▲34.9 企業景況予測の悪化 

固定資産税 6,704,044 6,766,879 ▲62,835 ▲0.9

・土地：負担調整        93,800

・家屋：評価替え       ▲90,000

・償却資産：設備投資鈍く、在来資の

減        ▲67,000

軽自動車税 246,000 237,000 9,000 3.8 税率の高い軽四輪乗用の台数増 

市たばこ税 663,455 700,920 ▲37,465 ▲5.3 消費本数の減少傾向 

都市計画税 1,014,200 1,020,000 ▲5,800 ▲0.6  

その他 1,801 2,201 ▲400 ▲18.2  

計 15,800,000 16,600,000 ▲800,000 ▲4.8  

 

 

 

 

◆ 地方交付税は、対前年度比 ５億５，０００万円、７．４％の増で、総額

８０億円 

◆ 臨時財政対策債は、対前年度比 ６億８，０００万円、５４．８％の増で、

総額１９億２，０００万円 

                            （単位：千円・％） 

区 分 Ｈ２１ Ｈ２０ 予算比 伸率 

普通交付税 7,350,000 6,800,000 550,000 8.1

臨時財政対策債 1,920,000 1,240,000 680,000 54.8

小 計 9,270,000 8,040,000 1,230,000 15.3

特別交付税 650,000 650,000 0 0.0

合 計 9,920,000 8,690,000 1,230,000 14.2

※地方交付税 8,000,000 7,450,000 550,000 7.4

市 税 の 状 況 

地 方 交 付 税 の 状 況
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 ※生活防衛のための緊急対策に基づく地方交付税「１兆円」増額 

  平成２０年度と同様、地方再生対策費「４，０００億円」の算定を継続 

  地方財源の不足に対処するため、国と地方が折半して財源不足を補てんするルール

を適用（臨時財政対策債の増額） 

 

 

 

 

◆ 市債発行は、対前年度比  ▲６，４７０万円、▲１．５％の減で、総額

４３億４，３８０万円 

◆ 合併特例債  ２０億６，７６０万円を見込む。 

（単位：千円・％） 

構成比 

区  分 Ｈ２１ Ｈ２０ 予算比 伸率 
Ｈ２１ Ｈ２０ 

臨時財政対策債 1,920,000 1,240,000 680,000 54.8 44.2 28.1

建設地方債 2,423,800 3,168,500 ▲744,700 ▲23.5 55.8 71.9

うち 通常債 356,200 414,700 ▲58,500 ▲14.1 14.7 13.1

うち 合併特例債 2,067,600 2,753,800 ▲686,200 ▲24.9 85.3 86.9

合 計 4,343,800 4,408,500 ▲64,700 ▲1.5 100.0 100.0

 ※通常債、合併特例債の構成比は建設地方債に占める割合 

 

 

 

 

◆ 義務的経費は、対前年度比 ▲２，９６３万３千円、▲０．１％の減で、

総額２１７億４，０７４万１千円 

 

  【人件費】 対前年度比   ▲３億１，８７０万５千円  ▲３．３％ 

       一般職員数 ▲２２人 

         ※給  料    ▲１億４，４１４万４千円   ▲３．３％ 

         ※職員手当等   ▲１億６，２３８万８千円   ▲４．７％ 

          ・期末・勤勉手当    ▲５，２８０万円       ▲３．０％ 

          ・時間外勤務手当     ６，０９６万８千円    ＋２８．２％ 

          ・退職手当     ▲１億５，７３６万６千円    ▲１８．８％ 

市 債 の 状 況 

義 務 的 経 費 の 状 況
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  【扶助費】 対前年度比   ７，７５０万３千円  ＋１．１％ 

         ・各種扶助事業      ＋６，２８０万１千円 ＋３．１％ 

        

  【公債費】 対前年度比   ＋２億１，１５６万９千円 ＋３．９％ 

         ・繰上償還分       ＋２億２，９７８万１千円  

 

 

 

 

◆ 投資的経費は、対前年度比 ▲９億５，４６７万８千円、▲１９．３％の

減で、総額４０億４５１万３千円 

 

【主な事業】伊勢市駅周辺整備事業        ５０２，４４３千円 

      道路側溝等改良事業         ４１０，０００千円 

      厚生中学校校舎改築事業       ３８８，４６７千円 

      五十鈴中学校校舎改築事業      ３５２，８０１千円 

      準用河川大堀川支川改修事業     １９８，９６２千円 

      民間保育所施設整備事業費補助金   １５８，２６５千円 

      排水施設整備事業          １５５，０００千円 

      小俣町本町地区周辺整備事業     １４０，７５４千円 

 

 （終了） 中学校給食施設建設事業       ５６９，８２６千円 

      大湊川線整備事業          ２２０，０２０千円 

      分署庁舎新設事業          １８８，３３６千円 

      四郷地区コミュニティセンター新築事業１２１，０２０千円 

      城田中学校特別教室棟改築事業    １０４，９７６千円 

      豊北漁港海岸整備事業        １０２，０１０千円 

         ※性質別分類における普通建設事業費のため、予算書記載の事業費と 

          突合しない場合があります。 

         ※国の補正予算に伴い、平成２１年度予定事業を一部平成２０年度へ 

          前倒し措置しています。 

           地域活性化・生活対策臨時交付金分    ２８６，２６６千円 

投 資 的 経 費 の 状 況
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◆ 特別会計、企業会計に対する繰出金は、対前年度比 １億５，４６５万７

千円、２．８％の増で、総額５６億１，２３１万円 

【増減の主な内訳】  

  後期高齢者医療特別会計       ＋９６，２２９千円 
    給付費の増 

  介護保険特別会計          ＋６６，９８５千円 
    給付費の増 

  住宅新築資金等貸付事業特別会計   ＋２１，６０１千円 
    市債の繰上償還額の増 

  下水道事業会計           ＋８９，６１０千円 
    事業計画に基づく調整 

  老人保健医療特別会計        ▲８３，６４１千円 
    後期高齢者医療制度の創設（Ｈ２０）に伴う減 

  農業集落排水事業特別会計      ▲３３，９３１千円 
    市債の繰上償還額の減 

 

 

 

 

◆ 一般財源不足額に対して、財政調整基金を１６億３，０００万円繰入予定 

平成２０年度予算における財政調整基金繰入金の予算計上額は、 

   １９億３，０００万円 

  ※Ｈ２０年度末財政調整基金残高見込み  ５２億４，１１６万円 

  ※Ｈ２１年度末財政調整基金残高見込み  ３６億２，７８８万円 

 

 

 

 

 

 

 

繰 出 金 の 状 況 

財 政 調 整 基 金 の 状 況
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国の平成２０年度 ２次補正予算関連 

 

 

Ｈ２１予算 

 

◇障害者支援の拡充   障害者自立支援対策臨時特例交付金事業の延長 

  障害者自立支援法の円滑な実施等を図るため、県が設置する基金に障害

者自立支援対策臨時特例交付金を交付することにより、事業者に対する激

変緩和措置、新たなサービスへの移行のための緊急的な経過措置及び福

祉・介護人材確保対策を実施するための経費（県の基金造成はＨ２０年度） 

 

 障害者自立支援対策臨時特例交付金特別対策事業  ２７，０６９千円

（県支出金 １８，４２６千円） 

     ・グループホーム等緊急整備事業  7,500 千円 

     ・通所サービス利用促進事業    19,569 千円 

 

 

◇妊婦検診関連   妊婦検診の無料化に向けた取組み 

安心・安全な出産の確保を図るため、県が設置する基金に妊婦健康診査

臨時特例交付金を交付することにより、妊婦健診の無料化に向けた取組を

推進するために必要な経費（県の基金造成はＨ２０年度） 

 

 妊婦・乳児健康診査事業    ６０，５８８千円 ※追加分 

（県支出金  1/2 ３０，２９４千円 残り 1/2 は交付税措置） 

・検診回数の増 ５回 ⇒ １４回 

       

 

◇地域における雇用機会の創出 

緊急雇用創出事業        ４７，２１３千円 

（県支出金 ４７，２１３千円） 

非正規労働者等の一時的な雇用・就業機会の創出及びこれらの者に対す

る生活・就労相談の総合的な支援を図るため、県が設置する基金に緊急雇

用創出事業臨時特例交付金を交付することにより、地方公共団体が直接雇

用又は民間企業等への委託等を行う緊急雇用創出事業に必要な経費 

（県の基金造成はＨ２０年度） 

歳出の個別事業については、別紙「平成２１年度 当初予算説明資料」参照 
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Ｈ２０補正予算 

 

 

 

                  補正前 ４１６億７,３８４万４千円 

                  補正額  ２２億４,２９９万５千円 

                  補正後 ４３９億１,６８３万９千円 

◇定額給付金事業 

   景気後退下での生活者の不安にきめ細かく対処するため家計への緊急支

援として実施するものであり、あわせて、家計に広く給付することにより、

消費を増やして景気を下支えする経済効果を有するもの 

   定額給付金交付事業     ２０億７，７２４万円 

     １９歳～６４歳    78,235 人×12,000 円＝938,820 千円 

      ０歳～１８歳    23,269 人×20,000 円＝465,380 千円 

        ６５歳以上  33,652 人×20,000 円＝673,040 千円 

                                   （※外国人含む） 

   定額給付金交付事務費       ８，５１５万５千円 

     人件費、電算処理費、通信運搬費ほか 事務処理経費 

 

 

◇子育て応援特別手当 

   ２０年度の緊急措置として、幼児教育期（小学校就学前３年間）の第２

子以降の１人当たりにつき、３．６万円の「子育て応援特別手当」を支給

するもの 

   子育て応援特別手当支給事業    ７，６７５万２千円 

     支給費        2,132 人×36,000 円＝76,752 千円 

 

   子育て応援特別手当事務費       ３８４万８千円 

     人件費、通信運搬費ほか 事務処理経費 

 

 

平成２０年度  ５号補正の状況
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                  補正前 ４３９億１,６８３万９千円 

                  補正額  ▲７億３,１３０万１千円 

                  補正後 ４３１億８,５５３万８千円 

 

  通常の最終的な係数整理に伴う補正予算に合わせ、国の２次補正予算で措

置された、地方公共団体支援対策を含め予算計上 

 

◇地方公共団体支援対策（Ｐ１再掲） 

  地方公共団体が生活対策に取り組み、地域の活性化を実現するため、地

域活性化・生活対策臨時交付金の交付に必要な経費 

   地域活性化等に資するきめ細かなインフラ整備などを進めるため 

   地域活性化・生活対策臨時交付金（伊勢市配分額 ２９４，３２９千円） 

 ※国の補正予算に伴い、平成２１年度予定事業を一部平成２０年度へ前倒し措置 

               

  ◇地域活性化・生活対策臨時交付金関連      ４８２，７２９千円 

                 （うち交付金財源 ２９４，３２９千円） 

   【通常事業】 

   ・本庁舎エレベーター改修工事       １０，０００千円 

   ・共同墓地整備事業             ８，５２８千円 

   ・工場等誘致奨励事業          １５１，０００千円 

   ・生活道路整備事業            ６３，８７９千円 

   ・インフルエンザ対策用品購入事業     １２，８６３千円 

   ・梯子付消防自動車更新事業       ２０１，４５９千円 

      小 計              ４４７，７２９千円 

 

   【基金事業】 

   ・ふるさと創生基金への基金積立      ３５，０００千円 

 

  ◇平成２１年度に基金取り崩しにより実施する事業 

   ・ＣＡＴＶデジタル放送施設整備事業    １４，５０５千円 

   ・地域自治推進事業            １２，０００千円 

   ・広域連携推進事業             ５，０００千円 

   ・民俗伝統行事推進事業           ８，５００千円 

      小 計               ４０，００５千円 

 

平成２０年度  ６号補正の状況
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介護保険特別会 

 

◇生活安心確保対策   介護従事者の処遇改善 

介護従事者の処遇改善を円滑に進めるため、保険者等が設置する基金に

介護従事者処遇改善臨時特例交付金を交付することにより、介護報酬改定

に伴う保険料の上昇の激変緩和措置等を講ずるために必要な経費 

   Ｈ２１年度介護報酬引き上げ（３％）に対応する経費 

   ・Ｈ２０  介護従事者処遇改善臨時特例基金の設置 

          基金積立   ７７，５３２千円 

   ・Ｈ２１   ４８，３９８千円を事業の財源として繰入 

   ・Ｈ２２   ２９，１３４千円を事業の財源として繰入（予定） 

 

 


